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1.　18年５月期の業績（平成17年６月１日～平成18年５月31日）

(1) 経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　18年５月期 32,464 5.4 731 10.1 738 4.0

　17年５月期 30,793 7.2 664 △4.2 709 △2.7
　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　18年５月期 370 △2.6 160 35 － － 8.0 5.8 2.3

　17年５月期 379 32.1 652 02 － － 9.8 6.1 2.3

(注) ① 持分法投資損益 18年５月期 ―百万円 17年５月期 ―百万円
　 ② 期中平均株式数 18年５月期 2,307,465株 　17年５月期 554,500株

　 ③ 平成17年10月31日付で普通株式１株につき４株の株式分割を行っております。

　 ④ 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ⑤ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
　
(2) 財政状態　　　　　　　　　　　 　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　18年５月期 13,456 5,218 38.8 2,043 94

　17年５月期 11,916 4,030 33.8 7,236 23

(注) ① 期末発行済株式数 18年５月期 2,553,000株 　17年５月期 554,500株

　 ② 期末自己株式数 18年５月期 ―株 17年５月期 ―株

　 ③ 平成17年10月31日付で普通株式１株につき４株の株式分割を行っております。

　
(3) キャッシュ・フローの状況 　　　  　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

　18年５月期 670 △215 723 2,575

　17年５月期 910 △271 △230 1,397
　
2.　19年５月期の業績予想（平成18年６月１日～平成19年５月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

中間期 16,105 340 165
通期 33,580 750 400

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）156円67銭
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3.　配当状況　　　　　　　　　　　　　　　(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

・現金配当 １株当たり配当金 配当金総額
(百万円)

配当性向
(％)

純資産
配当率(％)　 中間期末 期末 年間

17年５月期 ― 60 60 33 9.2 0.9

18年５月期 ― 30 30 76 18.7 1.6

19年５月期(予想) ― 30 30 　 　 　

(注) 18年５月期期末配当金の内訳 記念配当 10円00銭 　 　

　

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を　
　　　含んでおります。実際の業績等は、業績の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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1. 企業集団の状況

当社グループは、当社（山下医科器械株式会社）および非連結子会社１社（株式会社イーピーメディッ

ク）で構成されております。

　当社グループは、主に、医療機器メーカーより仕入れた医療機器を、病院をはじめとする医療機関等に販

売しております。

　事業の系統図は、次のとおりであります。
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2. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社は、医療機器の販売およびサービスの提供を通じて「地域医療の発展に貢献する」という基本方針

であります。

(2) 会社の利益配分に関する基本方針

利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安

定かつ継続的な配当を実施することを基本方針とし、業績等を勘案して利益還元をはかってまいります。

また、内部留保金につきましては、今後の経営環境の変化に対応し、市場での企業評価を高めるため、業

務品質の向上と独自性の高い事業展開の推進に有効投資してまいります。

(3) 投資単位の引下げに関する考え方および基本方針等

当社は、投資単位の引下げが、投資家層の拡大、株式市場の流動性向上および活性化に有効な施策であ

ると認識しております。

　そのため、平成17年10月31日付で１株につき４株の株式分割を行い、平成17年８月26日開催の定時株主

総会において、平成17年11月１日付で１単元の株式数を100株とすることを決議し、投資家の皆様に、よ

り投資しやすい環境を整備いたしました。

(4) 目標とする経営指標

当社が重要視している財務指標は、売上総利益率であり、個々の営業社員に対しても、売上金額や荒利

金額とともに、荒利率を重要な業績評価の指標とする創業以来の指導方針を継続しております。

　また、今後の医療関連業界のダイナミックな再編が予想され、当社の財務体質を高めてこれに臨むた

め、自己資本比率40％を目指すとともに、株主価値重視の観点から、株主資本利益率（ＲＯＥ）10％以上

を目指します。

(5) 中長期的な会社の経営戦略

当社の今後の事業展開方針は、医業経営環境の変化に伴う顧客ニーズの変化に的確に対応し、従来の

仕入・販売事業の営業効率を高めるとともに、九州外での事業展開も視野に入れ、新しい事業にも取り

組むことであります。この方針の下、平成18年度より平成20年度までの新中期経営計画を策定しており

ます。

①当社が得意とする急性期医療分野において、需要拡大が見込まれる画像診断装置、低侵襲

　　治療関連機器の営業活動の専門性をさらに高め、販売拡大をはかります。

② 物流機能を見直し、仕入統制を強化して仕入原価を低減するとともに、受注から納品ま

　　での業務を集中化して、顧客へのデリバリィサービスの向上をはかります。

③ 市場の評価を得てきた新規開業事業や物品管理システム（ＳＰＤ）事業を中心に、よ　　　

　　り医業経営に寄与できる営業活動を拡大します。

④ メンテナンス事業、プライベートブランド商品の拡大、電子カルテの販売等、顧客の多

　　様なニーズに応える新しいビジネスを育成します。

⑤ 当社の独自性の高いビジネスモデルを抽出し、九州外での事業展開を目指します。
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(6) 会社の対処すべき課題

① 当社の営業組織は、地域を統括するブロック制と、事業分野を統括する事業部制を組み合わ

　　せており、各事業分野の営業施策がブロック単位で組織的に実行されるフローを強化してい

　　きます。

② 物流機能の拡大・向上に関してプロジェクトを組織し、運送業や通販業といった異業種ノ

　　ウハウの早期導入を目指します。

③ 各業務の専門性向上や新規事業への人材活用のため、職種別給与体系の導入や外部企業との

　　提携などを実行し、組織のスリム化・活性化をはかります。

④ あらゆる業務にＩＳＯ手法（平成18年３月に認証取得）を運用して顧客の課題解決能力の向

　　上に努め、医業経営コンサルタント資格者の増員、医療関連セミナーの開催などを実施し、

　　企業ブランドを高めてまいります。

(7) 親会社等に関する事項

当社は、親会社等を有していないため、該当事項はありません。

(8) その他、会社の経営上の重要な事項

当社株式は、平成18年２月23日に東京証券取引所市場第二部へ上場いたしました。
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3. 経営成績及び財政状態

(1) 経営成績

当会計年度におけるわが国の経済は、好調な企業業績を背景に雇用・所得環境が改善され、国内民

需の主導による景気回復基調となりました。

医療業界におきましては、平成18年４月に診療報酬がマイナス3.16％の改定となり、医療費抑制政

策は加速しておりますが、合わせて医療機関の機能分化と連携により医療業界全体の効率化をはかる

ことが大きな流れとなっております。その中で、プライマリ・ケアや在宅医療の担い手として診療所

の新規開業件数が増加、経営効率を本格化させた急性期医療施設の設備投資が活発化するなど、業界

構造に変化が見られるようになりました。

医療機器販売業界におきましては、医療費抑制に対するコスト対応力強化のため、あるいは、平成

17年４月に施行された改正薬事法が求める厳格な安全および品質管理体制を構築するため、企業間の

業務提携や資本提携など業界再編の動きが高まっております。

このような状況の下、当社は平成18年３月、業務品質の向上を目的としてＩＳＯ９００１（品質マ

ネジメントシステム）およびＩＳＯ１３４８５（医療機器における品質マネジメント）を取得いたし

ました。また、新規開業ビジネスや自社開発の物品管理システム、プライベートブランド商品の拡大

など、医療機関の経営効率化に寄与する商品・サービスの提供に努め、同業他社との差別化をはかる

とともに、シェア拡大を進めてまいりました。

医療機器部門のうち、一般機器分野では、前期のような大型案件が少なく、売上高は60億70百万円

（前年比16.5％減）となりました。一般消耗品分野では、自社開発の物品管理システム導入が順調に

推移し、売上高は151億63百万円（前年比10.1％増）となりました。低侵襲治療分野では、内視鏡ＶＰ

Ｐシステム（医療機関が症例数に比例したコストを支払って内視鏡システム導入する方式）の販売が

好調で、売上高は72億８百万円（前年比1.4％増）となりました。メディカルサービス分野では、ＣＴ

などの大型機器を伴った新規開業案件が増え、売上高は29億93百万円（前年比43.5％増）となりまし

た。この結果、医療機器部門の売上高は314億35百万円（前年比4.0％増）となりました。

医療情報部門では、電子カルテの販売拡大と、診療報酬改定（平成18年４月）に伴う医療事務用コ

ンピュータのソフトウェア改修需要があり、売上高は10億29百万円（前年比84.9％増）となりました。

この結果、当期の売上高は324億64百万円と前期比16億70百万円（5.4％）の増加となりました。営

業利益は、売上高の増加に伴い、７億31百万円と前年比67百万円（10.1％）の増加、経常利益は、7億

38百万円と前年比28百万円（4.0％）の増加となりました。当期純利益は、損害補償金の特別損失を計

上したため、３億70百万円と前年比９百万円（2.6％）の減少となりました。

(2) 財政状態

①資産、負債及び純資産の状況

（流動資産）

当事業年度末における流動資産の残高は95億28百万円となり、前事業年度末に比べて15億75百万円

増加いたしました。増加の主な要因は、公募増資に伴う資金調達による現金及び預金が増加したこと

等によるものであります。

（固定資産）

当事業年度末における固定資産の残高は39億27百万円となり、前事業年度末に比べて35百万円減少

いたしました。投資有価証券の時価評価等により１億１百万円増加した一方で、器具備品が49百万円

減少および繰延税金資産が66百万円減少したこと等が主な要因であります。
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（流動負債）

当事業年度末における流動負債の残高は78億86百万円となり、前事業年度末に比べて４億４百万円

増加いたしました。支払手形１億37百万円、買掛金１億24百万円、前受金１億２百万円増加したこと

等が主な要因であります。

（固定負債）

当事業年度末における固定負債の残高は３億51百万円となり、前事業年度末に比べて、52百万円減

少となりました。減少の主な要因は、退職給付引当金が66百万円減少したこと等によるものでありま

す。

（純資産）

当事業年度末における純資産の残高は52億18百万円となり、前事業年度末に比べて11億87百万円増

加いたしました。増加の主な要因は、公募増資により資本金が３億13百万円および資本剰余金が４億

96百万円増加したこと等によるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により６億70百万

円増加し、投資活動により２億15百万円減少し、財務活動により７億23百万円増加いたしました。こ

の結果、資金残高は11億77百万円増加し、当事業年度末残高は25億75百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、営業活動の結果得られた資金は６億70百万円となりました。

主な要因としては、税引前当期純利益６億77百万円、減価償却費１億73百万円、仕入債務３億14百

万円、棚卸資産１億７百万円等を計上した一方で、売上債権の増加により４億15百万円減少したこと、

法人税等の支払により２億11百万円減少したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、投資活動の結果使用した資金は２億15百万円となりました。

主な要因としては、メンテナンスセンターの開設および多機能ショールームの増設による有形固定

資産の取得等による支出が１億60百万円、関係会社株式の取得による支出が17百万円あったこと等に

よるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、財務活動の結果得られた資金は７億23百万円となりました。

主な要因としては、新株の発行による収入が７億96百万円あったこと等によるものであります。

　
　　当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

　 平成17年５月期 平成18年５月期

自己資本比率（％） 33.8 38.8

時価ベースの自己資本比率（％） ― 36.4

債務償還年数（年） 0.1 ―

インタレスト・ガバレッジ・レシオ（倍） 179.8 333.1

自己資本比率 自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率（％） 株式時価総額／総資産

債務償還年数（年） 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・ガバレッジ・レシオ 営業キャッシュ・フロー／利払い

※株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。

　当社株式は平成18年２月23日に東京証券取引所市場第二部へ上場いたしましたので、平成17年５月期の時

　価ベースでの自己資本比率は記載しておりません。
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※キャッシュフローは営業キャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されている　

　負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。

　

(3）次期の見通し

今後のわが国の経済は、引き続き回復歩調を徐々に強めるものと思われますが、医療業界において

は、平成18年4月の診療報酬改定の影響がより顕在化し、医療機関・医療関連企業とも、より厳しい競

争環境の下、経営の効率化を加速させていくものと考えられます。

このような状況下において、当社は、従来の仕入・販売事業の効率化を一段と進め、急性期医療機

関や低侵襲治療分野の需要に的確に対応し、医業経営に寄与するメディカルサービス分野ビジネスを

拡大するなど、新中期経営計画を着実に実行して、業界での存在価値を高めてまいります。

次期の見通しにつきましては、売上高335億80百万円、経常利益７億50百万円、当期純利益４億円を

見込んでおります。

（注）業績予想につきましては、当社が現時点で得られた情報に基づき作成したものであり、実際

の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

(4) 事業等のリスク

① 特定の物流拠点への集中について

当社は佐賀県鳥栖市に物流センターを設置し、回転率の高い医療用一般消耗品の一元管理と仕入業

務のほとんどを集中化しておりますが、火災などの災害が発生して物流センターの機能が停止した場

合、物流・仕入管理システムの復旧と事業所への機能移転までの期間は販売活動に支障をきたし、当

社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

② 法的規制等について

医療機器は、患者の生命に影響を及ぼす可能性があるため、流通の段階では品質が適切に保持され、

医療現場では正しい方法で使用される必要があることから、医療機器を販売する企業は薬事法の規制

を受けており、各流通過程における遵守事項が定められています。

　当社は、高度管理医療機器等を含む全ての医療機器を取り扱う企業として、事業所毎に改正薬事法

が求める基準を満たしておりますが、販売責任者の資格要件、品質管理の実施要件、トレーサビリテ

ィ(販売履歴の記録)の実施要件等を満たせなくなった場合、その事業所は、高度管理医療機器等の販

売業および賃貸業の許可を取消される可能性があります。

　この他、事業所によって、医療機器に付帯する医薬品、対外診断用試薬および医療ガス等の販売に

ついて、薬事法に基づく医薬品販売業等の許可、医療機関からの医療廃棄物収集運搬の請負いについ

て、廃棄物の処理および清掃に関する法律（廃棄物処理法）に基づく産業廃棄物収集運搬業および特

別管理産業廃棄物収集運搬業の許可、医療機関の医療ガス配管工事請負、手術室や病室の設備工事請

負について、建設業法に基づく一般建設業許可を取得しておりますが、管理者要件等を満たせなくな

った場合、その事業所はそれぞれの許可を取り消される可能性があります。

③ 個人情報保護法について

当社が取扱う個人情報は、個人販売先、従業員が主でありますが、患者情報を取扱う医療機関と取

引を行うことから、個人情報取扱いを受託する企業として、確認書等を提出するなど、適切な対応に

努めております。

　しかしながら、当該法律に違反する事案が発生した場合、違反が原因となる損害賠償訴訟や取引先

との取引停止などが発生することが考えられ、その内容によっては、当社の業績および財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。
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④ 医療行政の動向について

公的医療保険制度における診療報酬は、医師の診療行為、医薬品、特定の医療材料についてそれぞ

れ定められており、医療費抑制の中心的政策として原則２年毎に改定されております。また、特定機

能病院（国に指定された高度な診療を行う医療機関）に対する包括医療制度（診療報酬を症例毎に１

日当たりの保険点数に包括する制度）の導入や、医療費の患者負担比率の引き上げなど、医療制度の

改革は政策として今後も積極的に進められるものと予想されます。

　このような医療行政の動向は、当社の顧客である医療機関の経営効率化を促進し、医療機器に対す

る投資や購買の傾向に変化をもたらします。また、診療報酬改定による特定の医療材料公定価格（償

還価格）の引下げは販売価格の引下げに直結するため、収益性が著しく低下する可能性があります。

　当社としては、より医業経営に寄与する提案営業活動を強化し、仕入先の見直しなど合理化に努め

てまいりますが、医療行政の動向によっては、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。

⑤ 業績の季節変動について

当社において、売上高の約４割を公的病院等が占めておりますが、当該病院等は年度末にかけて設

備投資を集中して行う傾向があるため、各事業部門、各事業分野での機器商品の販売高が毎年３月か

ら４月にかけて他の月より高くなり、これに連動して利益も当該時期に増加する傾向があります。し

たがって、当社の四半期または半期の経営成績は、通期の経営成績に連動するものではなく、四半期

または半期の経営成績だけをもって、通期の経営成績を予想することは困難であります。

⑥ 訴訟等の可能性について

当社が行う業務において、商品に不良・瑕疵、設置・調整不良などがあった場合、医療事故の要因

となる場合があります。また、営業中の仕様説明の内容、納品後の取扱い説明の内容、仕入先の倒産

等によるアフターサービス継続条件など、取扱い商品に関する様々な事項について取引先と見解の相

違が発生する可能性があります。さらに、ＯＥＭ製品の欠陥については製造物責任も負担しておりま

す。

　当社は、平成18年３月にＩＳＯ９００１およびＩＳＯ１３４８５の認証を取得し、商品やサービス

の品質管理体制を整備しておりますが、これらの問題が発生した場合、訴訟等に至ることが考えられ、

その内容によっては当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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4. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成17年５月31日)

当事業年度

(平成18年５月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,397,154 　 　 2,375,112 　 　 977,957

　２　受取手形 　 　 635,825 　 　 557,642 　 　 △  78,183

　３　売掛金 ※１ 　 4,557,203 　 　 5,050,575 　 　 493,372

　４　有価証券 　 　 ― 　 　 200,012 　 　 200,012

　５　商品 　 　 1,239,930 　 　 1,137,211 　 　 △ 102,719

　６　貯蔵品 　 　 9,477 　 　 5,043 　 　 △   4,433

　７　前払費用 　 　 49,141 　 　 144,329 　 　 95,187

　８　繰延税金資産 　 　 34,372 　 　 46,103 　 　 11,730

　９　その他 　 　 35,226 　 　 22,152 　 　 △  13,074

　　　貸倒引当金 　 　 △   5,200 　 　 △ 　9,281 　 　 △   4,081

　　　流動資産合計 　 　 7,953,133 66.7 　 9,528,901 70.8 　 1,575,768

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 1,550,427 　 　 1,578,414 　 　 27,986 　

　　　　減価償却累計額 　 △ 526,148 1,024,279 　 △ 584,899 993,515 　 △  58,751 △  30,764

　　(2) 構築物 　 99,396 　 　 99,396 　 　 ― 　

　　　　減価償却累計額 　 △  58,884 40,512 　 △  64,891 34,505 　 △   6,006 △   6,006

　　(3) 車両運搬具 　 6,840 　 　 1,500 　 　 △   5,340 　

　　　　減価償却累計額 　 △   3,370 3,469 　 △   1,425 75 　 1,945 △   3,394

　　(4) 器具備品 　 534,639 　 　 485,448 　 　 △  49,190 　

　　　　減価償却累計額 　 △ 288,602 246,036 　 △ 307,948 177,499 　 △  19,346 △  68,536

　　(5) 土地 　 　 1,893,217 　 　 1,893,217 　 　 ―

　　　有形固定資産合計 　 　 3,207,515 26.9 　 3,098,812 23.0 　 △ 108,702

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 　 61,979 　 　 60,231 　 　 △   1,747

　　(2) 電話加入権 　 　 13,597 　 　 13,597 　 　 ―

　　　無形固定資産合計 　 　 75,576 0.7 　 73,828 0.6 　 △   1,747

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 237,454 　 　 339,026 　 　 101,572

　　(2) 関係会社株式 　 　 10,000 　 　 27,000 　 　 17,000

　　(3) 関係会社貸付金 　 　 ― 　 　 22,000 　 　 22,000

　　(4) 長期前払費用 　 　 1,663 　 　 1,942 　 　 278

　　(5) 繰延税金資産 　 　 192,713 　 　 126,226 　 　 △  66,486

　　(6) 敷金及び保証金 　 　 238,083 　 　 238,336 　 　 253

　　　投資その他の資産合計 　 　 679,914 5.7 　 754,533 5.6 　 74,618

　　　固定資産合計 　 　 3,963,006 33.3 　 3,927,174 29.2 　 △  35,832

　　　資産合計 　 　 11,916,140 100.0 　 13,456,075 100.0 　 1,539,935
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前事業年度

(平成17年５月31日)

当事業年度

(平成18年５月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 5,017,050 　 　 5,154,533 　 　 137,483

　２　買掛金 ※１ 　 1,953,002 　 　 2,077,642 　 　 124,639

　３　一年以内返済予定の

　　　長期借入金
　 　 40,000 　 　 ― 　 　 △    40,000

　４　未払金 　 　 201,161 　 　 192,287 　 　 △     8,874

　５　未払法人税等 　 　 103,486 　 　 184,664 　 　 81,177

　６　前受金 　 　 26,234 　 　 129,133 　 　 102,898

　７　預り金 　 　 94,132 　 　 91,217 　 　 △     2,914

　８　役員賞与引当金 　 　 ― 　 　 23,200 　 　 23,200

　９　賞与引当金 　 　 46,780 　 　 33,717 　 　 △    13,063

　　　流動負債合計 　 　 7,481,847 62.8 　 7,886,395 58.6 　 404,547

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 　 289,168 　 　 222,214 　 　 △    66,953

　２　役員退職慰労引当金 　 　 114,434 　 　 129,284 　 　 14,850

　　　固定負債合計 　 　 403,602 3.4 　 351,499 2.6 　 △    52,103

　　　負債合計 　 　 7,885,450 66.2 　 8,237,894 61.2 　 352,444

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※２ 　 180,800 1.5 　 ― ― 　 △   180,800

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 130,800 　 　 ― 　 　 △   130,800

　　　資本剰余金合計 　 　 130,800 1.1 　 ― ― 　 △   130,800

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 12,500 　 　 ― 　 　 △    12,500

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 別途積立金 　 2,800,000 2,800,000 　 ― ― 　 　 △ 2,800,000

　３　当期未処分利益 　 　 813,340 　 　 ― 　 　 △   813,340

　　　利益剰余金合計 　 　 3,625,840 30.4 　 ― ― 　 △ 3,625,840

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 　 93,249 0.8 　 ― ― 　 △    93,249

　　　資本合計 　 　 4,030,689 33.8 　 ― ― 　 △ 4,030,689

　　　負債及び資本合計 　 　 11,916,140 100.0 　 ― ― 　 △11,916,140
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前事業年度

(平成17年５月31日)

当事業年度

(平成18年５月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― 　 　 494,025 3.7 　 494,025

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 627,605 　 　 　 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 ― 　 　 627,605 4.7 　 627,605

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ― 　 　 12,500 　 　 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 ― 　 　 3,100,000 　 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 831,873 　 　 　 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 ― 　 　 3,944,373 29.3 　 3,944,373

　　　株主資本合計 　 　 ― 　 　 5,066,003 37.7 　 5,066,003

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　その他有価証券

　　　評価差額金
　 　 ― 　 　 152,177 　 　 152,177

　　　評価・換算差額等合計 　 　 ― 　 　 152,177 1.1 　 152,177

　　　純資産合計 　 　 ― 　 　 5,218,181 38.8 　 5,218,181

　　　負債純資産合計 　 　 ― 　 　 13,456,075 100.0 　 13,456,075
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② 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成16年６月１日 

 至　平成17年５月31日)

当事業年度

(自　平成17年６月１日 

 至　平成18年５月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 ※１ 　 30,793,866 100.0 　 32,464,578 100.0 　 1,670,712

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　商品期首たな卸高 　 1,098,435 　 　 1,239,930 　 　 　 　

　２　当期商品仕入高 ※１ 26,585,741 　 　 27,766,350 　 　 　 　

　３　他勘定受入高 ※３ 640 　 　 5,165 　 　 　 　

　　　合計 　 27,684,817 　 　 29,011,446 　 　 　 　

　４　商品期末たな卸高 　 1,239,930 26,444,887 85.9 1,137,211 27,874,234 85.9 　 1,429,347

　　　売上総利益 　 　 4,348,979 14.1 　 4,590,343 14.1 　 241,364

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　給料手当 　 2,334,087 　 　 2,384,717 　 　 　 　

　２　役員賞与引当金繰入額 　 ― 　 　 23,200 　 　 　 　

　３　賞与引当金繰入額 　 46,780 　 　 33,717 　 　 　 　

　４　役員退職慰労引当金

　　　繰入額
　 12,892 　 　 14,850 　 　 　 　

　５　退職給付費用 　 55,211 　 　 41,651 　 　 　 　

　６　福利厚生費 　 295,627 　 　 303,962 　 　 　 　

　７　旅費交通車両費 　 121,200 　 　 137,514 　 　 　 　

　８　貸倒引当金繰入額 　 ― 　 　 4,081 　 　 　 　

　９　運賃 　 81,696 　 　 97,519 　 　 　 　

　10　通信費 　 79,098 　 　 79,569 　 　 　 　

　11　消耗品費 　 64,029 　 　 63,894 　 　 　 　

　12　減価償却費 　 167,064 　 　 173,235 　 　 　 　

　13　地代家賃 　 94,648 　 　 125,228 　 　 　 　

　14　支払手数料 　 60,998 　 　 82,809 　 　 　 　

　15　その他 　 271,176 3,684,512 12.0 292,734 3,858,686 11.9 　 174,174

　　　営業利益 　 　 664,466 2.2 　 731,657 2.2 　 67,190

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 1,672 　 　 2,277 　 　 　 　

　２　受取配当金 　 1,672 　 　 1,978 　 　 　 　

　３　仕入割引 　 29,448 　 　 34,474 　 　 　 　

　４　情報処理料 　 8,291 　 　 8,745 　 　 　 　

　５　経営管理料 ※１ 5,160 　 　 ― 　 　 　 　

　６　その他 　 4,442 50,687 0.2 3,541 51,017 0.2 　 330

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 5,033 　 　 2,013 　 　 　 　

　２　新株発行費 　 ― 　 　 13,414 　 　 　 　

　３　公開関連費用 　 ― 　 　 27,919 　 　 　 　

　４　その他 　 567 5,600 0.0 1,067 44,413 0.1 　 38,812

　　　経常利益 　 　 709,553 2.3 　 738,260 2.3 　 28,707
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前事業年度

(自　平成16年６月１日 

 至　平成17年５月31日)

当事業年度

(自　平成17年６月１日 

 至　平成18年５月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　貸倒引当金戻入額 　 420 420 0.0 ― ― ― 　 △     420

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産除却損 ※２ 799 　 　 7,122 　 　 　 　

　２　事業所退去損 　 1,133 　 　 ― 　 　 　 　

　３　ゴルフ会員権売却損 　 202 　 　 ― 　 　 　 　

　４　投資有価証券評価損 　 20,255 　 　 ― 　 　 　 　

　５　訴訟和解金 　 3,886 　 　 ― 　 　 　 　

　６　損害補償金 　 ― 26,277 0.1 53,750 60,872 0.2 　 34,595

　　　税引前当期純利益 　 　 683,695 2.2 　 677,387 2.1 　 △   6,307

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 273,283 　 　 292,623 　 　 　 　

　　　法人税等調整額 　 30,667 303,951 1.0 14,761 307,385 1.0 　 3,433

　　　当期純利益 　 　 379,744 1.2 　 370,002 1.1 　 △   9,741

　　　前期繰越利益 　 　 433,596 　 　 　 　 　 △ 433,596

　　　当期未処分利益 　 　 813,340 　 　 　 　 　 △ 813,340
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③ 株主資本等変動計算書

当事業年度(自平成17年６月１日　至平成18年５月31日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金

資本剰余
金合計

利益剰余金

利益剰余金
合計

株主資本
合計資本

準備金
その他資
本剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成17年５月31日残高

(千円)
180,800 130,800 ― 130,800 12,500 2,800,000 813,340 3,625,840 3,937,440

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 313,225 496,805 ― 496,805 ― ― ― ― 810,030

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △33,270 △33,270 △33,270

　別途積立金の積立 ― ― ― ― ― 300,000 △300,000 ― ―

　利益処分による
　役員賞与

― ― ― ― ― ― △18,200 △18,200 △18,200

　当期純利益 ― ― ― ― ― ― 370,002 370,002 370,002

　株主資本以外の項目　
　の事業年度中の変動
　額（純額）

― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
(千円)

313,225 496,805 ― 496,805 ― 300,000 18,532 318,532 1,128,562

平成18年５月31日残高

(千円)
494,025 627,605 ― 627,605 12,500 3,100,000 831,873 3,944,373 5,066,003

　

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年５月31日残高(千円) 93,249 93,249 4,030,689

事業年度中の変動額 　 　 　

　新株の発行 ― ― 810,030

　剰余金の配当 ― ― △33,270

　別途積立金の積立 ― ― ―

　利益処分による
　役員賞与

― ― △18,200

　当期純利益 ― ― 370,002

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

58,928 58,928 58,928

事業年度中の変動額合計
(千円)

58,928 58,928 1,187,491

平成18年５月31日残高(千円) 152,177 152,177 5,218,181
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④ キャッシュ・フロー計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成16年６月１日 

 至　平成17年５月31日)

当事業年度

(自　平成17年６月１日 

 至　平成18年５月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　税引前当期純利益 　 683,695 677,387 △   6,307

　　　減価償却費 　 167,064 173,235 6,170

　　　貸倒引当金の増減額(△は減少額) 　 △　13,160 4,081 17,241

　　　賞与引当金の増減額(△は減少額) 　 880 △  13,063 △  13,943

　　　役員賞与引当金の増減額(△は減少額) 　 ― 23,200 23,200

　　　退職給付引当金の増減額(△は減少額) 　 △　60,921 △  66,953 △   6,031

　　　役員退職慰労引当金の増減額

　　　(△は減少額)
　 12,892 14,850 1,957

　　　受取利息及び受取配当金 　 △　 3,344 △   4,255 △     911

　　　支払利息 　 5,033 2,013 △   3,020

　　　新株発行費 　 ― 13,414 13,414

　　　固定資産除却損 　 799 7,122 6,323

　　　事業所退去損 　 1,133 ― △   1,133

　　　ゴルフ会員権売却損 　 202 ― △     202

　　　投資有価証券評価損 　 20,255 ― △  20,255

　　　訴訟和解金 　 3,886 ― △   3,886

　　　損害補償金 　 ― 53,750 53,750

　　　売上債権の増減額(△は増加額) 　 72,447 △ 415,188 △ 487,635

　　　たな卸資産の増減額(△は増加額) 　 △ 146,445 107,153 253,598

　　　仕入債務の増減額(△は減少額) 　 673,186 314,676 △ 358,509

　　　未払消費税等の増減額(△は減少額) 　 △　44,889 34,939 79,828

　　　役員賞与の支払額 　 △　24,000 △  18,200 5,800

　　　その他 　 △　75,920 △  28,446 47,474

　　　　小計 　 1,272,795 879,716 △ 393,079

　　　利息及び配当金の受取額 　 3,344 4,255 911

　　　利息の支払額 　 △　 5,064 △   2,013 3,051

　　　法人税等の支払額 　 △ 360,668 △ 211,445 149,222

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 910,407 670,513 △ 239,893

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　有形固定資産の取得による支出 　 △ 212,139 △ 160,867 51,271

　　　有形固定資産の売却による収入 　 ― 2,279 2,279

　　　無形固定資産の取得による支出 　 △　55,246 △  14,798 40,447

　　　投資有価証券の取得による支出 　 △　 2,604 △   2,648 △      44

　　　長期前払費用支出 　 △   1,512 △     853 658

　　　関係会社株式の取得による支出 　 △  10,000  △  17,000 △   7,000

　　　関係会社の清算による収入 　 10,000 ― △  10,000

　　　貸付による支出 　 △  10,000 △  22,000 △  12,000

　　　貸付金の回収による収入 　 10,000 ― △  10,000

　　　その他 　 40 ― △      40

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △ 271,461 △ 215,889 △  55,572

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　長期借入れによる収入 　 100,000 ― △ 100,000

　　　長期借入金の返済による支出 　 △ 300,368 △  40,000 260,368

　　　株式の発行による収入 　 ― 796,615 796,615

　　　配当金の支払額 　 △　30,179 △  33,270 △   3,090

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △ 230,547 723,345 953,893

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額(△は減少額) 　 408,398 1,177,970 769,571

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 988,756 1,397,154 408,398

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 　 1,397,154 2,575,125 1,177,970
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⑤ 利益処分計算書

　

　 　
前事業年度

(平成17年８月26日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 813,340

Ⅱ　利益処分額 　 　 　

　１　配当金 　 33,270 　

　２　役員賞与金 　 18,200 　

　　　(うち監査役賞与金) 　 (   ―) 　

　３　任意積立金 　 　 　

　　　　別途積立金 　 300,000 351,470

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 461,870

　 　 　 　

（注）　日付は株主総会承認年月日であります。
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日)

当事業年度
(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

　　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式

　　　同左

　 (2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　同左

　　

　 ― 時価のないもの

　移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

　　　先入先出法による原価法

(1) 商品

　　　同左

　 (2) 貯蔵品

　　　最終仕入原価法

(2) 貯蔵品

　　　同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については定額法を採用しておりま

す。

　　なお、耐用年数及び残存価額につ

いては法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

(1) 有形固定資産

　　　同左

　 (2) 無形固定資産

　　自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

(2) 無形固定資産

　　　同左

４　繰延資産の処理方法 ― 　新株発行費

　　支出時に全額費用処理しておりま

　す。
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項目
前事業年度

(自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日)

当事業年度
(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

　　　同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち、当事業年度の負

担額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　　　同左

　 ― (3) 役員賞与引当金

　　　役員に対して支給する賞与の支

　　出に備えるため、支給見込額のう

　　ち、当事業年度の負担額を計上し

　　ております。

　 　 （会計処理の変更）

　役員賞与については、従来は利

益処分により株主総会の決議を経

て未処分利益の減少として処理し

ておりましたが、当事業年度より

「役員賞与に関する会計基準」

（平成17年11月29日　企業会計基

準委員会　企業会計基準第４号）

に基づき、発生時に費用処理して

おります。

　この結果、従来の方法に比べ

て、販売費及び一般管理費の役員

賞与引当金繰入額が23,200千円増

加し、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益はそれぞれ同額減

少しております。

　 (4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

　　数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定率法によ

り発生の翌事業年度から費用処理し

ております。

　　過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法により発

生した事業年度から費用処理してお

ります。

(4) 退職給付引当金

　　　同左

　 (5) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

　　　同左
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項目
前事業年度

(自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日)

当事業年度
(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

６　リース取引の処理方法 ― 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

７　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

同左
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会計処理の変更

前事業年度
(自　平成16年６月１日

　 至　平成17年５月31日）

当事業年度
(自　平成17年６月１日

　 至　平成18年５月31日）

― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

5,218,181千円であります。

― （株主資本等変動計算書に関する会計基準等）

　当事業年度より「株主資本等変動計算書に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　

企業会計基準第６号）及び「株主資本等変動計算書に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　

平成17年12月27日　企業会計基準適用指針第９号）を

適用しております。

　財務諸表規則の改正により、当事業年度から「株主

資本等変動計算書」を作成しております。

　また、前事業年度まで作成しておりました「利益処

分計算書」は、本改正により廃止され、当事業年度か

らは作成しておりません。

　

追加情報

前事業年度
(自　平成16年６月１日

　 至　平成17年５月31日）

当事業年度
(自　平成17年６月１日

　 至　平成18年５月31日）

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より、外形標準課税

制度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日　

企業会計基準委員会　実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。

―

　この結果、販売費及び一般管理費が12,436千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

12,436千円減少しております。 　
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成17年５月31日)
当事業年度

(平成18年５月31日)

※１　関係会社に対する資産及び負債

　　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。

買掛金 33,641千円

　

※１　関係会社に対する資産及び負債

　　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。

売掛金 12,393千円

買掛金 20,414千円

　

※２　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数　　　普通株式 2,000,000株

発行済株式総数　普通株式 554,500株

　

―

　

　３　配当制限

　　　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は93,249千

円であります。

　

　

　　　　　　　　　　　　―
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(損益計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日)

当事業年度
(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

売上高 438,898千円

商品仕入高 188,992千円

経営管理料 5,160千円

　

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

売上高 89,384千円

商品仕入高 295,131千円

　 　

　

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

器具備品 799千円

　

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

器具備品 7,122千円

　

※３　他勘定受入高の内訳は、次のとおりであります。

器具備品 640千円

　

※３　他勘定受入高の内訳は、次のとおりであります。

器具備品 5,165千円
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(株主資本等変動計算書関係)

当事業年度（自　平成17年６月１日　至　平成18年５月31日）

１．発行済株式数の種類及び総数に関する事項

　 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

　 (株) (株) (株) (株)

発行済株式 　 　 　 　

普通株式(注)1,2 554,500 1,998,500 ― 2,553,000

合計 554,500 1,998,500 ― 2,553,000

(注)１.平成17年10月31日付で普通株式１株を４株に分割しております。

　　２.普通株式の発行済株式数の増加1,998,500株は、普通株式の分割による増加1,663,500株、公　

　　　　募での新株発行による増加320,000株、第三者割当による新株発行による増加15,000株であり

　　　　ます。

　

２．配当に関する事項

　（１）配当金の支払額

決議 株式の種類
配当金の総額 1株当たり配当額

基準日 効力発生日

(千円) (円)

平成17年８月26日
普通株式 33,270 60 平成17年５月31日 平成17年８月27日

定時株主総会

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　　次のとおり、決議を予定しております。

決議予定 株式の種類 配当の原資

配当金の
総額

1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

(千円) (円)
平成18年８月29日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 76,590 30 平成18年５月31日 平成18年８月30日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日)

当事業年度
(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　

　　現金及び現金同等物と貸借対照表の現金及び預金勘

定は一致しております。

　

１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　（平成18年５月31日現在）

現金及び預金勘定 2,375,112千円

有価証券 200,012千円

現金及び現金同等物 2,575,125千円
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（リース取引関係）

　

前事業年度
(自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日)

　
当事業年度

(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　

　１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　 　
　　リース資産の事業内容における重要性が低いこと及び

リース契約１件当たりの金額が少額なため、注記の対象

から除いております。

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
　　相当額及び期末残高相当額

　

　 　　
取得価額
相当額

減価償却累計
額相当額

期末残高
相当額 　

　 　　 （千円） （千円） （千円） 　
　 　ソフトウェア 43,732 890 42,842 　
　 　合 計 43,732 890 42,842 　
　 　　 　 　 　 　
　 　(2) 未経過リース料期末残高相当額 　
　 　 １ 年 以 内 　 9,048千円 　
　 　 １   年  超 　 34,551千円 　
　 　 合       計 　 43,600千円 　
　 　　 　 　 　 　

　 　
(3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利
　　息相当額 　

　 　 　 支払リース料 　 171千円 　
　 　    減価償却費相当額 　 890千円 　
　 　    支払利息相当額 　 39千円 　
　 　　 　 　 　 　
　 　(4) 減価償却費相当額の算定方法 　

　 　
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
    定額法によっております。 　

　 　　 　 　 　 　
　 　(5) 支払利息相当額の算定方法 　

　 　

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との
    差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
    ては、利息法によっております。 　
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（有価証券関係）

前事業年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成17年５月31日現在)

　

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

①　株式 51,395 209,063 157,668

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 51,395 209,063 157,668

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

①　株式 49,777 28,390 △21,387

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 49,777 28,390 △21,387

合計 101,172 237,454 136,281

(注)　当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式について、20,255千円減損処理を行っております。なお、

減損処理にあたっては、個別銘柄毎に、当事業年度末における時価が取得原価を50％以上下落した場合には全て

減損処理を行っております。

　

２　その他有価証券で時価のないもの(平成17年５月31日現在)

該当事項はありません。
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当事業年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成18年５月31日現在)

　

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

①　株式 83,566 339,026 255,460

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 83,566 339,026 255,460

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

①　株式 ― ― ―

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 83,566 339,026 255,460

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容(平成18年５月31日現在)

　 　

内容 貸借対照表上計上額（千円）

その他有価証券 　

　マネー・マネジメント・ファンド 200,012

合計 200,012
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度(自　平成16年６月１日　至　平成17年５月31日)

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成17年６月１日　至　平成18年５月31日)

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

（持分法投資損益）

前事業年度(自　平成16年６月１日　至　平成17年５月31日)

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成17年６月１日　至　平成18年５月31日)

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。
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（関連当事者との取引）

前事業年度(自　平成16年６月１日　至　平成17年５月31日)

１　役員及び個人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
び個人
主要株
主

山下尚登 ― ―
当社代表取
締役社長

(被所有)
直接 21.1

― ―

当社仕入先
に対する債
務保証
(注2)

60,258 ― ―

役員の
近親者

山下　登 ― ― 当社相談役
(被所有)
直接 2.7

― ―

当社仕入先
に対する債
務保証
(注2)

23,975 ― ―

相談役報酬
(注3)

2,988 ― ―

役員の
近親者

山下勝巳 ― ― 当社相談役
(被所有)
直接 6.9

― ―
相談役報酬
(注3)

2,988 ― ―

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
自己の
計算に
おいて
所有し
ている
会社等

医療法人
悠池会　
池田内科
(注4)

佐賀県
藤津郡
嬉野町

― 病院経営 ― ―
当社商品
の販売

商品の販売
(注6)

1,544 売掛金 122

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
自己の
計算に
おいて
所有し
ている
会社等

なかた耳
鼻咽喉科
中田孝重
(注5)

長崎県
佐世保
市

― 病院経営 ― ―
当社商品
の販売

商品の販売
(注6)

428 売掛金 79

(注) １　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　当社の仕入先に対する買入債務について債務保証を受けておりましたが、平成18年１月10日をもって、当該

取引は解消いたしました。なお、保証料の支払は行っておりません。

３　当社の社内基準に従い、取締役会で決定した金額を支払っております。

４　医療法人悠池会　池田内科は、当社代表取締役社長　山下尚登の近親者池田悟氏が経営しております。

５　なかた耳鼻咽喉科は、当社監査役　中田和重の近親者中田孝重氏が経営しております。

６　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　商品の販売については、市場価格を参考に交渉の結果決定しております。
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２　子会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
エムアイ
エス株式
会社

佐賀県
鳥栖市

10,000
医療機器の
販売

(所有)
直接100

兼任２名
当社商品
の販売

商品の販売
(注2)

422,710 ― ―

経営管理料
(注2)

5,160 ― ―

会社清算に
伴う残余
財産分配金

10,167 未収入金 10,133

子会社

株式会社
イーピー
メディッ
ク

福岡県
大野城
市

10,000
医療機器の
販売

(所有)
直接100

兼任１名
当社商品
の販売

商品の販売
(注2)

16,187 ― ―

商品の仕入
(注2)

188,992 買掛金 33,641

― ― 立替金 1,113

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

ａ　商品の販売および仕入については、市場価格を参考に交渉の結果決定しております。

ｂ　経営管理料については、実費を基に交渉の結果決定しております。
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当事業年度(自　平成17年６月１日　至　平成18年５月31日)

１　役員及び個人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の
近親者

山下　登 ― ― 当社相談役
(被所有)
 直接 0.7

― ―
相談役報酬
(注2)

3,984 ― ―

役員の
近親者

山下勝巳 ― ― 当社相談役
(被所有)
直接 0.0

― ―
相談役報酬
(注2)

3,984 ― ―

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
自己の
計算に
おいて
所有し
ている
会社等

医療法人
悠池会　
池田内科
(注3)

佐賀県
嬉野市

― 病院経営 ― ―
当社商品
の販売

商品の販売
(注5)

4,168 売掛金 138

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
自己の
計算に
おいて
所有し
ている
会社等

なかた耳
鼻咽喉科
中田孝重
(注4)

長崎県
佐世保
市

― 病院経営 ― ―
当社商品
の販売

商品の販売
(注5)

1,208 売掛金 495

(注) １　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　当社の社内基準に従い、取締役会で決定した金額を支払っております。

３　医療法人悠池会　池田内科は、当社代表取締役社長　山下尚登の近親者池田悟氏が経営しております。

４　なかた耳鼻咽喉科は、当社監査役　中田和重の近親者中田孝重氏が経営しております。

５　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　商品の販売については、市場価格を参考に交渉の結果決定しております。

　

２　子会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

株式会社
イーピー
メディッ
ク

福岡県
大野城
市

20,000
医療機器の
販売

(所有)
直接90.0

兼任１名
当社商品
の販売

商品の販売
(注2)

89,384 売掛金 12,393

商品の仕入
(注2)

295,131 買掛金 20,414

資金の貸付

(注2)
22,000

関係会社

貸付金
22,000

利息の受取

(注2)
85 未収入金 85

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

ａ　商品の販売および仕入については、市場価格を参考に交渉の結果決定しております。

　ｂ　市場金利を勘案して、利率を合理的に決定しております。　　
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（税効果会計関係）

　

前事業年度
(自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日)

当事業年度
(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　繰延税金資産(流動) 　

　　 賞与引当金 18,913千円

　　 未払事業税 7,428千円

　　 商品評価損 5,636千円

　　 その他 2,394千円

　　 小計 34,372千円

　繰延税金資産(固定) 　

　　 退職給付引当金 116,910千円

　　 減損損失 74,691千円

　　 役員退職慰労引当金 46,265千円

　　 その他 18,133千円

　　 小計 256,001千円

　繰延税金資産　合計 290,374千円

　繰延税金負債(固定) 　

　その他有価証券評価差額金 63,287千円

　繰延税金負債　合計 63,287千円

繰延税金資産の純額 227,086千円

　

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　繰延税金資産(流動) 　

　　 賞与引当金 13,631千円

　　 未払事業税 13,348千円

　　 商品評価損 14,557千円

　　 その他 4,565千円

　　 小計 46,103千円

　繰延税金資産(固定) 　

　　 退職給付引当金 89,841千円

　　 減損損失 73,893千円

　　 役員退職慰労引当金 52,269千円

　　 その他 13,504千円

　　 小計 229,509千円

　繰延税金資産　合計 275,612千円

　繰延税金負債(固定) 　

　その他有価証券評価差額金 103,282千円

　繰延税金負債　合計 103,282千円

繰延税金資産の純額 172,330千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.43％

(調整) 　

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.53％

留保金課税 4.89％

住民税均等割 0.74％

特別控除 △2.42％

その他 △0.29％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

44.26％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.43％

(調整) 　

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.51％

留保金課税 2.34％

住民税均等割 2.80％

特別控除 △0.25％

その他 △0.45％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

45.38％
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（退職給付関係）

　

前事業年度
(自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日)

当事業年度
(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度を設けておりましたが、平成16年５月31日改定、平

成16年６月１日施行により規約型確定給付企業年金制

度(ポイント制)に制度変更いたしております。また、

従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があ

ります。

　

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度を設けておりましたが、平成16年５月31日改定、平

成16年６月１日施行により規約型確定給付企業年金制

度(ポイント制)に制度変更いたしております。また、

従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があ

ります。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成17年５月31日現在)

退職給付債務 △ 942,995千円

年金資産 940,419千円

未積立退職給付債務 △ 　2,575千円

未認識過去勤務債務 △ 231,444千円

未認識数理計算上の差異 △　55,149千円

貸借対照表計上額純額 △ 289,168千円

退職給付引当金 △ 289,168千円

　

２　退職給付債務に関する事項(平成18年５月31日現在)

退職給付債務 △1,028,496千円

年金資産 1,092,647千円

未積立退職給付債務 64,151千円

未認識過去勤務債務 △  205,728千円

未認識数理計算上の差異 △   80,638千円

貸借対照表計上額純額 △  222,214千円

退職給付引当金 △  222,214千円

　

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 79,430千円

利息費用 13,820千円

期待運用収益 △　13,143千円

過去勤務債務の費用処理額 △　25,716千円

数理計算上の差異の費用処理額 821千円

退職給付費用 55,211千円

　

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 78,184千円

利息費用 14,651千円

期待運用収益 △ 　14,106千円

過去勤務債務の費用処理額 △   25,716千円

数理計算上の差異の費用処理額 △   11,360千円

退職給付費用 41,651千円

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.50％

期待運用収益率 1.50％

過去勤務債務の処理年数 10年定額法

数理計算上の差異の処理年数 10年定率法

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.50％

期待運用収益率 1.50％

過去勤務債務の処理年数 10年定額法

数理計算上の差異の処理年数 10年定率法

　

　

（ストック・オプション等）

　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　

項目
前事業年度

(自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日)

当事業年度
(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

１株当たり純資産額 7,236円23銭 2,043円94銭

１株当たり当期純利益 652円02銭 160円35銭

　
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。
　

　

　

　当社は、平成17年９月12日開催の
取締役会決議により、平成17年10月
31日付で１株につき４株の株式分割
を行っております。当該株式分割が
前期首に行われたと仮定した場合の
１株当たり情報については、以下の
とおりとなります。

　 　 １株当たり純資産額　 1,809円05銭

　 　 １株当たり当期純利益　 163円00銭

　 　
　なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

　

　
前事業年度

(自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日)

当事業年度
(自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 379,744 370,002

普通株主に帰属しない金額(千円) 18,200 ―

　(うち利益処分による役員賞与金) （18,200） （―）

普通株式に係る当期純利益(千円) 361,544 370,002

普通株式の期中平均株式数(株) 554,500 2,307,465
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5. 仕入及び販売の状況

　

(1) 仕入実績

　　当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事　業　部　門

前事業年度 当事業年度

比較増減(自　平成16年６月１日 (自　平成17年６月１日

  至　平成17年５月31日)   至　平成18年５月31日)

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）
前年同期比

(％)

医療機器部門

機　器 9,318,324 10,292,749 974,425 110.5

消耗品 16,994,988 16,764,831 △230,157 98.6

小　計 26,313,312 27,057,580 744,267 102.8

医　療　情　報　部　門 272,428 708,769 436,341 260.2

合　　計 26,585,741 27,766,350 1,180,609 104.4

（注）上記金額は実際仕入額であり、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事　業　部　門

前事業年度 当事業年度

比較増減(自　平成16年６月１日 (自　平成17年６月１日

  至　平成17年５月31日)   至　平成18年５月31日)

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）
前年同期比

(％)

医療機器部門

一般機器分野 7,270,577 6,070,654 △1,199,922 83.5

一般消耗品分野 13,773,230 15,163,119 1,389,888 110.1

低侵襲治療分野 7,107,444 7,208,270 100,826 101.4

メディカル
サービス分野

2,085,994 2,993,179 907,185 143.5

小　計 30,237,246 31,435,223 1,197,977 104.0

医　療　情　報　部　門 556,620 1,029,354 472,734 184.9

合    計 30,793,866 32,464,578 1,670,712 105.4

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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6. 役員の異動

（1）代表者の異動

　 該当事項はありません。

（2）その他の役員の異動

　 該当事項はありません。
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